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 本スライドは、2009年11月に報告したタスクフォースでの結果を中心に報告する。
環境研でこれまでに開発してきたモデル群については、http://www-iam.nies.go.jp/aim/index_ja.htm を、
本資料でも示している温室効果ガス削減の中期目標に関する環境研のこれまでの計算結果の詳細につ
いては、http://www-iam.nies.go.jp/aim/prov/middle_report.htm を、それぞれご参照下さい。

中期目標の検討に使用したモデル

AIM/Enduse[Global]
国際的な視点から、
・ 削減ポテンシャル（技術的にどの程度までAIM/Enduse[Global]

世界を対象とした
技術積み上げモデル

AIM/Enduse[Japan]
日本を対象とした

技術積み上げモデル

地球環境産業
技術研究機構

日本エネルギー
経済研究所

削減が可能か）、
・ 限界削減費用（追加的に温室効果ガスを1

トン削減するために必要な費用）
を見積もる。

2020年の日本の温室効果ガス排出量を削減
した姿を、導入すべき政策とともに検討する。
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AIM/CGE[Japan]
日本を対象とした

経済モデル

慶応大学
日本経済研究センター

日本を対象とした技術積み上げモデルで示さ
れた温暖化対策の経済影響を評価する。

• 将来のエネルギーサービス需要量（鉄鋼生産量、輸送量、冷暖房需要量等）を所
与として、それらを満たすために使用される技術の組み合わせを、システム費用
（固定費用＋運転費用）最小化の枠組みで推計。

技術積み上げモデルの特徴

エネルギー 技術 エネルギーサービス

• ガソリン
• ディーゼル
• 石炭
• 電力
・・・

• ハイブリッド自動車
• 電気自動車
• 高炉（旧式）
• 高炉（新型）
・・・

エネルギー
サービス需要

各技術の普及量
エネルギー消費量

GHG排出量
コスト

• 旅客輸送
• 貨物輸送
• 鉄鋼生産
• セメント生産
・・・

政策

・排出削減目標

・炭素税

・補助金

• 旅客輸送量
• 貨物輸送量
• 鉄鋼生産量
• セメント生産量
・・・

• 初期費用
• 運転費用
• サービス生産量
• エネルギー消費量
• 寿命

エネルギーサービス需要推計技術データベース

• エネルギー種
• エネルギー価格
• GHG排出係数

エネルギーデータベース

・効率基準

etc
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環境研の経済モデル（AIM/CGE[Japan]）の特徴

• 概要：日本の2000年産業連関表をベンチマークとして応用一般均衡モデルで再現し、CO2の排出
や廃棄物の発生、処理、処分等の環境負荷の過程を加えたモデル。

• 目的：日本を対象に、経済活動と環境対策、環境負荷（特にCO2排出）の関係をマクロ的に整合的
に描く。

• 基準年：2000年。

• 対象地域：日本。

• 対象部門：最大107部門113財。資本の部門間の移動は不可。

• 入力：生産関数・技術の変化・労働力の変化・国際価格・経済成長率・税率・排出上限・...。

• 出力：CO2排出量・GDP・部門別生産額・炭素税率（排出上限設定時）・...。

• 計算のメカニズム：家計の効用最大化・生産者の利潤最大化・市場均衡から導かれる連立方程式
体系を、GAMSを用いて計算。

• 時間の取り扱い：逐次均衡（1年ごとに計算） 将来の経済成長の想定にあわせて投資（＝貯蓄）を• 時間の取り扱い：逐次均衡（1年ごとに計算）。将来の経済成長の想定にあわせて投資（＝貯蓄）を

行う。長期と短期を明確に区分（長期では設備の導入によりエネルギーの代替が可能でも、短期
（1年）では代替が不可）。

• 用途：わが国における環境税導入の経済影響評価。環境省超長期ビジョン検討。

• その他：技術進歩（効率改善と実現に必要な追加費用）は日本技術モデルの結果を利用。生産部
門では、追加投資分だけ生産投資が減少するという想定や、短期的にエネルギー感の代替を認
めていないため、炭素削減に伴って経済活動への影響は大きくなる。
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税・補助金

廃棄物処理
部門

廃棄物 廃棄物

AIM/CGE [Japan]の全体構造

生産部門

資本

労働

財市場

中
間

財

エ
ネ
ル

ギ
ー

CO2

投資財

エネルギー
市場

海外部門

再
生
品

貿易

資
本

555

家計部門 政府部門

最終消費財

CO2
エネルギー

税・所得移転

投資財
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耕種農業

石油
製品

ガソリン その他の一般機器 金融・保険
畜産 ジェット燃料油 事務用・サービス用機器 不動産仲介及び賃貸
農業サービス 灯油 民生用電子・電気機器 住宅賃貸料（帰属家賃含む）
林業 軽油 電子計算機・同付属装置 鉄道輸送
漁業 Ａ重油 通信機械 道路輸送
金属鉱物 Ｂ重油・Ｃ重油 電子応用装置・電気計測機 自家輸送
非金属鉱物 ナフサ 半導体素子・集積回路 水運
石炭 液化石油ガス 電子部品 航空輸送

AIM/CGE [Japan]における部門・財の分類

石炭 液化石油ガス 電子部品 航空輸送
原油 その他の石油製品 重電機器 貨物運送取扱
天然ガス

石炭
製品

コークス その他の電気機器 倉庫
食料品 その他の石炭製品 乗用車 運輸付帯サービス
飲料 舗装材料 その他の自動車 通信
飼料・有機質肥料（除別掲） プラスチック製品 船舶・同修理 放送
たばこ ゴム製品 その他の輸送機械・同修理 公務
繊維工業製品 なめし革・毛皮・同製品 精密機械 教育
衣服・その他の繊維既製品 ガラス・ガラス製品 その他の製造工業製品 研究
製材・木製品 セメント・セメント製品 再生資源回収・加工処理 医療・保健
家具・装備品 陶磁器 建築 社会保障
パルプ・紙・板紙・加工紙 その他の窯業・土石製品 建設補修 介護ルプ 紙 板紙 加工紙 その他の窯業 土石製品 建設補修 介護
紙加工品 銑鉄・粗鋼 土木建設 その他の公共サービス
出版・印刷 鋼材 事業用原子力発電

電力

広告・調査・情報サービス
化学肥料 鋳鍛造品 石炭火力 物品賃貸サービス
無機化学基礎製品 その他の鉄鋼製品 石油火力 自動車・機械修理
有機化学基礎製品 非鉄金属製錬・精製 ガス火力 その他の対事業所サービス
有機化学製品 非鉄金属加工製品 水力・その他 娯楽サービス
合成樹脂 建設・建築用金属製品 ガス・熱供給 飲食店
化学繊維 その他の金属製品 水道 旅館・その他の宿泊所
医薬品 一般産業機械 廃棄物処理 その他の対個人サービス
化学最終製品（除医薬品） 特殊産業機械 商業 事務用品

分類不明 6
6

財1 財n

分配の弾力性=0

国内供給 輸出

分配の弾力性=∞

生産関数の想定

活動 j

非エネルギー
合成中間財

中間財 1 中間財 n

代替弾力性=0

エネルギー
合成財

エネルギー
財 1

エネルギー
財

代替弾力性=0

付加価値
投入

資本 労働

代替弾力性=1 CO2

一般廃棄物
1～Wm

産業廃棄物
1～Wi

代替弾力性=0

生産関数：資本と労働間はコブダグラス型（発電部門はレオンチェフ型）、その他は
レオンチェフ型の入れ子構造。
労働力は部門間を自由に移動するが、資本は部門間の移動はない。
発電部門については、設備容量、設備利用率をあらかじめ想定しておく。

中間財 1 中間財 n

国産品 輸入品
廃棄物
再利用

代替弾力性=0

財 1 財 e

国産品 輸入品

代替弾力性=∞

資本 労働

7
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非 ネルギネルギ般廃棄物

家計最終消費

代替弾力性=0

家計における消費構造

非エネルギー
最終消費財1

非エネルギー
最終消費財n

非エネルギー
合成最終消費財

代替弾力性=1

エネルギー
合成最終消費財

エネルギーeエネルギー1

国産品 輸入品

代替弾力性=0

国産品 輸入品

代替弾力性=無限大

代替弾力性=0

一般廃棄物
1～Wm

CO2

家計は資本と労働力を保有し、生産部門に提供することで得る所得制約の下、効用最
大化により最終消費を決定
需要関数は非エネルギー財はコブダグラス型、エネルギー財はレオンチェフ型。
貯蓄（投資）は、想定される経済成長を達成するように予め所得から差し引いておく。

8
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AIM/CGE [Japan]による分析

■手順
① AIM/Enduse [Japan]の努力継続ケースの設定や結果を再現できるよう① / [ p ] 努 継続ケ 設定 結果を再現 う

に、各種パラメータ（エネルギー効率改善、経済成長率）をAIM/CGE 
[Japan]に組み込み、これをAIM/CGE [Japan]の基準ケースとする。

② AIM/Enduse [Japan]の各対策ケースで得られた結果（エネルギー効率
改善とそれを実現するための追加対策に要する費用）を組み込んで、
対策ケースのシミュレーションを行う。

③ 標準的な対策ケースの試算では、産業部門、業務部門、運輸（乗用車
以外）に要する追加費用は投資の一部と見なし、生産投資は追加費用
分だけ減額すると仮定した。
ただし モデル比較においては 炭素排出量の制約を設定し 限界費

999

ただし、モデル比較においては、炭素排出量の制約を設定し、限界費
用やGDPへの影響等を分析する。
また、対策費用の負担については、様々なオプションが考えられる。例
えば、追加策の負担を各部門に求めるのではなく、政府が支援する（支
援分だけ、政府の支出が減少する）、想定される炭素税収を温暖化対
策として活用するなど。
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AIM/Enduse[Japan]：活動量を前提に、導入される技術、エネルギー消費量、
新エネルギー供給量、対策の費用を計算。

エネルギー種

部門

活動量

部門
固定ケース

AIM/Enduse [Japan]とAIM/CGE [Japan]の連携

ネ ギ バラ 表

エネルギー種

部門

対策メニュー

部門
対応

活動量

部門

固定ケ ス

各対策ケース

AIM/CGE [Japan]：エネルギー効率改善や新エネルギー導入量を前提に、マクロ経済的に
整合的なGDP、部門別粗生産を計算。

エネルギーバランス表 対策表活動表

部門別エネルギー種別効率改善
新エネルギー導入量

対策ケースのエネルギー需
要量を実現するために投入
される対策とその追加費用

10
10

t年に使用

された

減耗分
δKt

技術水準
Tt

エネルギー効率改善のための追加投資

来期も
使用する

資本ストック
(1-δ)Kt

された
資本ストック

Kt

t年の

新規投資
It

t+1年に

使用される
資本ストック

Kt+1=
(1-δ)Kt+It

技術水準 t+1年の技術水準
At Tt+1=

{Tt(1-δ)Kt+AtIt}/Kt+1

AIM/Enduse[Japan]の結果から、追加投資Xを行うことで、エネルギー効率がさらに改善する。
ただし、Xはエネルギー効率改善のための追加費用であり、次期の資本ストックの増加には寄与しない。
追加投資の負担については、様々な方法が考えられ、負担の方法により経済影響が異なる。

省エネのため
の追加投資X

追加投資Xにより技術
水準Aはさらに向上する 新規投資の技術水準Aがさ

らに向上することで、全体
の技術水準Tも向上する。

11
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AIM/Enduse[Japan]による結果（2009年11月時点）

• 2020年の温室効果ガス排出量を1990年比25%削減を国内で達成することは
厳しい目標であることには変わりがない。国内で20％削減までは対策技術に
より達成できるが、25％削減は活動量を見直すか、海外からのクレジット購
入に頼らざるを得ない。

12

※ 中長期ロードマップ小委員会（http://www.env.go.jp/council/06earth/yoshi06-11.html）
では、マクロフレームや近年の対策動向から技術の前提も見直し、AIM/Enduse[Japan]
を用いて25％削減を達成する結果についても示している。



2010/9/12

4

AIM/Enduse[Japan]による追加投資（2009年11月時点）

• 中期目標検討会と比較して、再生可能エネル
ギーの供給増加と温暖化対策の見直しにより、追
加投資とエネルギー費用の削減は大きく変わる。

産業部⾨ エネルギー多消費産業 ⾰新的プロセス
エネルギー多消費産業 省ｴﾈ･代ｴﾈ･ｴﾈ回収
業種横断的技術（⼯業炉・ボイラ）

家庭部⾨ ⾼断熱住宅
⾼効率給湯器・太陽熱温⽔器

▲10% ▲15% ▲20%
0.8 0.8 0.8
1.3 1.3 1.3
0.6 0.6 0.6
2.7 2.7 2.7
0.8 15.4 16.2
5 5 6 7 7 7⾼効率給湯器・太陽熱温⽔器

⾼効率家電製品・省エネナビ

業務部⾨ 省エネ建築物(*1)
⾼効率給湯器・太陽熱温⽔器
⾼効率業務⽤電⼒機器

運輸部⾨ 次世代⾃動⾞
燃費改善

新エネ 太陽光発電
⾵⼒発電
⼩⽔⼒・地熱発電

5.5 6.7 7.7
5.1 5.7 5.9
11.4 27.7 29.9
1.9 4.4 4.4
0.6 0.6 1.5
3.1 3.1 3.1
5.6 8.1 9.0
2.6 3.4 5.1
1.1 2.1 2.4
3.7 5.5 7.5
7.4 9.8 19.2
0.3 0.9 2.1
0 3 0 7 0 7⼩⽔⼒・地熱発電

バイオマス発電
電⼒系統対策

⾮CO2 農業
部⾨ 廃棄物

Fガス

合計

0.3 0.7 0.7
0.3 0.3 0.3
0.6 1.9 8.6
9.0 13.6 30.8
0.3 0.3 0.3
0.0 0.0 0.0
0.1 0.1 0.1
0.5 0.5 0.5
32.8 58.2 80.6

単位：兆円 *1 省エネ建築物＝断熱構造,高効率空調,高効率照明,BEMS

13※ AIM/Enduse[Japan]の最新の結果については、中長期ロードマップ小委員会
（http://www.env.go.jp/council/06earth/yoshi06-11.html）の資料を参照のこと。

経済モデルの結果（2009年11月時点）
※25%削減ケースは、20％削減ケースでの対策メニューをもとに計算。

• 均衡モデルの性格上、
対策をとらない場合
に比べてGDPは低下

するが、現状よりも縮
小することはない

14

小することはない。

• 炭素税の税収を低炭
素投資の促進に充当
することで、経済影響
は緩和させることが
できる。

90年比
-10%

90年比
-15%

90年比
-20%

90年比
-25%

90年比
-15%

90年比
-25%

実質GDP
（対レファレンス変化率）

-0.9% -1.4% -2.9% -3.5% -0.7% -2.9%

限界削減費用
（円/tCO2）
炭素税率
（円/tCO2）

5,961 8,558

家計一括返還 低炭素投資

8,678 10,252 23,869 52,438

経済モデルによる試算結果が異なる理由

追加費用＝
対策技術と従来技術の差の総額

250

導入される技術が異なる
→ 対策費用が異なる
→ 生産に寄与する投資が異なる

将来 経済活動そ も 影響する

前提：生産部門における温暖化対策の投資は、生産投資の一部であると仮定。

-41 -45 -51

-40 -45
-53

66 85 100 

100

-50

0

50

100

150

費
⽤

（
兆

円
）

追加投資

('11-'20, 累積）

エネルギー削減費⽤

('21-'30, 累積)

エネルギー削減費⽤

('11-'20, 累積)

19 45
75

183

‐17 ‐30 ‐40 ‐53

エネルギー費用削減
対策に伴い削減できたエネルギー支出の

対策技術と従来技術の差の総額
ex.ハイブリッド車の価格と
現状の在来自動車の価格の差

100

‐50

0

50

100

150

200

費
用
（
兆
円
）

エネルギー削減費用

→ 将来の経済活動そのものに影響する

-150

-100

▲25%

①

▲25%

②

▲25%

③

対
策
０

対
策
Ⅰ

対
策
Ⅱ

対
策
Ⅲ

追加費用＆エネ費用削減

‐100

中期目標検討会
2010-2020年
固定ケースからの差

タスクフォース
2010-2020年
参照ケースからの差

中長期ロードマップ検討会
2011-2020年
固定ケースからの差

※上記の追加費用は、生産部門（産業・業務・その他）以外も含む。
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日本経済モデル（CGE）
エネルギー効率改善や炭素制約を前提に

マクロ経済的に整合的な活動・価格を計算する

活動量

【具体例】

日本経済モデルで
はガソリン代が高く
なると人々が走らせ
る車の走行距離が
短くなるのに・・・・

これまでのモデル構成

炭素
制約

炭素
価格

エネルギー効率改善
・ 部門別エネルギー別効率
・ 部門別省エネ実現のための
追加投資

活動量
・ 部門別活動量（粗鋼生産・輸送量等）

マクロフレーム
（エネルギ サ ビス需要量）

同じものを表しているはず
なのに数値が大きく乖離

整合的
でない！

炭素価格を設定し、排出削減

排出削減をしているのに

日本技術モデル
想定されるエネルギーサービス需要量や炭素制約を

満たすようにエネルギー技術を選択する

（エネルギーサービス需要量）
・部門別活動量（粗鋼生産・輸送量等）

排出削減をしているのに
炭素価格が設定されない

【具体例】

日本技術モデルでは
ガソリン代がどんなに
高くなっても人々が走
らせる車の走行距離
は変わらないと想定。

16



2010/9/12

5

日本経済モデル（CGE）
エネルギー効率改善や炭素制約を前提に

マクロ経済的に整合的な活動・価格を計算する

初期の
マクロ

フレ ム

理想的なモデル構成

日本技術モデル

炭素
制約

炭素
価格

エネルギーサービス需要量
・ 部門別活動量（粗鋼生産・輸送量

等）

エネルギー効率改善
・ 部門別エネルギー別効率
・ 部門別省エネ実現のための追加

投資

フレーム

日本技術モデル
想定されるエネルギーサービス需要量や炭素制約を

満たすようにエネルギー技術を選択する

• 炭素に価格がつくと、経済活動の水準そのものが変更するが、そうしたことは、中期目標検討会、
タスクフォースでは反映されなかった。

• 中長期ロードマップ検討会／小委員会では、活動量の変化も含めて議論を行っている。

17

中期目標の検討を振り返っての懸念事項

• モデルの前提が議論されず、結果のみ注目される。

– モデルは水晶玉ではないモデルは水晶玉ではない。

– 前提が変われば結果が変わるのは自明だが、前提を変えるこ
とへの批判も強い。

• 異なるモデル間の関係についてきちんと説明されていない。

– 技術モデルと経済モデルの関係が誤解されている？

• モデルの主観性・客観性をどう伝えるか？

すべての結果が客観的なものとして表現される傾向にある– すべての結果が客観的なものとして表現される傾向にある。

• モデルの構成要素はこれまでに経験してきたことのみ。

– 低炭素社会は、現在の社会の単純なトレンド延長ではないは
ず。これをどう表現するか？
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植田座長からの事前の質問

①モデルにおける温室効果ガス削減メカニズムの取り扱い

排出取引市場（オークション型のC&T）
環境税（単純な高率炭素税； 低率炭素税＋温暖化対策）環境税（単純な高率炭素税； 低率炭素税＋温暖化対策）

②モデルにおける技術進歩・イノベーションの取り扱い

技術進歩・イノベーションの内容（技術モデルの結果）

技術進歩・イノベーションを加速を引き起こすもの（同上）

③産業構造の転換シナリオ

産業別生産・雇用・価格への影響（モデルは各期のみの最適計産業別 産 雇用 価格 影響（ デ 各期 最適計
算であるため、単純な想定では影響は大きいが、将来を見据え
た政策の組合せで影響を抑えることができる）

④影響評価指標

費用負担とは何か（GDPは経済影響の指標として適切か？）
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